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Ⅰ． 論文内容の要旨 
１．本論文の目的と意義 
 北風亮氏は、2013 年 4 月に法政大学大学院公共政策研究科公共政策学専攻博士後期課程
に入学し、2018 年 9 月に博士学位請求論文『地域資源を活かした自治体電力事業の現状と
可能性―北海道寿都町と福岡県みやま市の事例を中心とする実証研究―』（以下、本論文と
呼ぶ）を提出した。 
 本論文はＡ４版 ワープロ横組みで１行 40 文字 36 行（1440 字）のフォーマットで書か
れており、目次、文献リスト、付属資料を含めて、合計 213 頁（そのうち 38 頁は付属資料）
から成る。 
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（本論文の目的） 
２１世紀に入ってエネルギーの脱炭素化がますます強く求められる中で、世界では再生
可能エネルギー（以下、再エネ）の導入が加速している。日本でも、特に 2012 年 7 月の
固定価格買取制度（FIT）開始以降、再エネの導入は進んでいるものの、先進諸国の中では、
未だ低い水準にとどまっている。本論文は、日本の再エネ導入が遅々としてしか進まない
さまざまな政策的要因の中で地域主導の再エネ事業が困難な状況に置かれていること
が大きいのではないかという問題意識のもとで、本論文を構想している。このような問
題意識の背景には、FIT開始以降の日本の再エネ導入が、地域外資本による太陽光偏重
の開発という傾向を強めていて、本来地域資源である再エネを地域主導で開発するとい
う他の先進諸国で進んでいる方向と逆行しているという認識がある。 
このような問題意識と現状認識のもとで、本論文は、日本の再エネ事業を地域主導の方
向に転換するための政策的諸条件を、地方自治体における再エネ事業の事例研究とそれら
にもとづく分析を通して実証的に明らかにし、今後の再エネ政策に新たな示唆を投げかけ
ることを目的とするものである。この目的にアプローチするために、本論文は、自治体電
力事業を発電事業と新電力事業（小売事業）の二つのカテゴリーに分け、前者では、太陽
光偏重の傾向との差別化をはかるべく風力発電事業に焦点を当てたうえで、大きく次の 3
つの課題に取り組んでいる。 
第一に、地域主導の再エネ普及における自治体電力事業の現状を、全国の自治体電力事
業者を対象とするアンケート調査と風力発電事業および新電力事業それぞれの最先進地域
である北海道寿都町と福岡県みやま市という 2 つの自治体における事例研究を通して明ら
かにすることである。第二に、日本において自治体自らが電力事業 を行うことの意義を多
面的に示すことである。第三に、自治体が電力事業を行うにあたってのガバナンスとマネ
ジメントの課題について考察し、今後の政策に対する示唆を提示することである。 
 
（本論文の意義） 
本論文には、次のような学術的意義と政策的意義が認められる。 
エネルギー分野は、日本でも他の国々でも、基本的には民間企業同士が激しく競う産業
分野であり、自治体の公益事業体であっても市場競争を勝ち抜かなければ撤退せざるを得
ない。公益的目的の達成に主眼を置きつつも、民間企業と伍してゆける経営体制や事業運
営が求められるのである。本論文は、自治体電力事業が、このような多かれ少なかれ挑戦
的でリスクをともなう困難な事業であることを深く認識したうえで、その現状を極力客観
的に検証し、そのような困難を克服する可能性を実証的に解き明かしたという点で、公共
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政策研究および公益事業論における貴重な学術的意義をもつものと評価できる。 
また、世界的には、太陽光よりも風力発電の導入が先行して進んでいるのに対して、日
本では太陽光偏重となっていて風力の導入が進んでいない現状を批判的に受けとめ、地域
主導の事業が太陽光と比較するとより困難と考えられている風力発電事業に敢えて焦点を
あて、自治体による地域主導の開発の新たな可能性を示したことも、本論文が政策に示唆
する意義として高く評価できる。 
 
２．本論文の構成と内容 
 本論文は、全 10 章で構成されている。 
 第１章では、研究の背景と目的、研究方法、先行研究と本論文との関連、本論文の構成
が示されている。 
第 2 章では、我が国における自治体と電力事業の関係の歴史的変遷を辿ったうえで、両
者の関係性の現状について、現行の法制度や、既存研究において提起された概念を俯瞰し
考察している。さら に自治体が電力事業に関与する形態について、自らが事業主体となる
場合と民間事業をコ ントロールする主体となる場合に分けて検討し、多様な関係性がある
ことを明らかにしている。  
第 3 章では、自治体による風力発電事業と新電力事業について現状分析を行っている。
風力と新電力のそれぞれの事業について、公表データをもとに現状の導入状況や設立状況、
立地地域の傾向などを把握するとともに、設立後間もない企業がほとんどである自治体新
電力については、筆者が実施したアンケート調査の結果を紹介し、その実態を明らかにし
ている。  
第４章では、風力発電事業及び新電力事業における事業経営の特性について、自治体の
視点を踏まえながら考察している。第 3 章で詳述した自治体による電力事業のシェアは電
力市場全体のごく一部であり、参画する自治体の数も限られている。そのような現状に鑑
み、電力事業経営を行うことの困難さや事業リスクの内実や多寡、自治体が事業経営を行
う際の強みや弱みは何かについて考察している。  
第 5 章では、日本の風力発電と新電力を取り巻く事業環境について考察している。いず
れも、事業環境によって事業参画や事業継続の困難さ、事業リスクの質や多寡も変わって
くる。その意味で事業環境は、自治体が経営を担うことの是非にも直結する要素であり、
次章以降の事例研究やガバナンスとマネジメントを考察するための前提となる論点として
提示されている。 
第 6 章と第 7 章では、 2 つの先進地域を取り上げて事例分析を行っている。第 6 章は
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自治体風力発電事業の先進地域として基礎自治体の中で最大規模の設備を有する北海道寿
都町を事例として分析・検討を施している。第 7 章では、自治体新電力の先進事例として
全国的にも注目されている福岡県みやま市を事例として考察している。いずれの事例分析
においても、最初に地域の概要や電力事業の歴史的経緯、事業運営の実態について、公表
データだけでなく関係者へのインタビュー調査などをもとに事実関係を明らかにしたうえ
で、電力事業によってどのような地域効果がもたらされているのか、あるいはもたらされ
得るのかについて検討するとともに、事業実施にあたってどのようなガバナンスやマネジ
メントがおこなわれているのかを考察している。  
第８章では、現状分析や事例分析を通して得られた地域効果に関する知見をもとに、自
治体による電力事業がもたらす地域効果を、「地域経済・財政効果」「地域社会効果」およ
び「地域環境効果」の３つに類型化している。そのうえで事例分析を行った２地域 につい
て、定量的な地域効果の推計を行い、現状と将来において地域にどのようなメリッ トがも
たらされ得るのかを示している。  
第９章では、自治体電力事業の円滑かつ安定的な経営、並びに持続的な発展を見据え、
そのためにはどのようなガバナンスやマネジメントが必要とされるのか、その諸要素につ
いて考察している。  
最後に第 10 章では、本論文全体の結論を述べるとともに、それを踏まえて、公益性の あ
る自治体電力事業の普及拡大に向けた政策への示唆を提示して締め括られている。 
 
Ⅱ． 審査結果の要旨 
４．審査経過 
2018 年 9 月 27 日に北風氏から本論文の提出を受け、大学院公共政策研究科教授会によ
り同年 10 月 16 日に設置された学位論文審査小委員会は、その後委員間の書面等によるさ
まざまな形式の予備的な審査の後、2018 年 12 月 10 日に北風氏も交えて第 1 回審査小委員
会を開催し、論文の内容と最終的な改善点などを確認した。その後、2019 年 1 月 21 日、
一般公開のもと全体でほぼ２時間にわたって北風氏より学位論文審査小委員会委員に対す
る口頭説明を受け、それを踏まえて試問を行い、その後の第 2 回審査小委員会で合否判定
の審議を行った。その結果、審査小委員会として北風亮氏に博士の学位を授与することが
適当であるとの結論に達した。 
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５．評価 
本論文は、我が国の再エネ普及において地方自治体が果たしている役割の現状と課題に
ついて適切な問題設定と調査分析を行い、多くの先行研究の上に新しい貢献を積み上げた
という点で、全体として高く評価できるものである。以下、問題設定の妥当性、研究方法
の適格性、研究の独自性と学術的貢献の大きく 3 点から個別に評価する。そのうえで、本
論文の問題点と残された課題を示す。 
まず問題設定について言えば、再エネは本来貴重な地域資源であるという基本認識に立
ち帰って、だからこそ地方自治体が再エネの事業主体として取り組むことが少なくとも一
つの妥当な政策的方向であるにもかかわらず、現状は必ずしもそうなっておらず、地域外
資本に依存し、FIT など国のエネルギー政策に比較的容易に対応しやすい太陽光に偏重して
いるところに、世界の動向とは異なる日本の再エネ政策の大きな問題があることを明確に
見定めていることは適切であり、エネルギー政策の脱炭素化に向けた転換が喫緊の課題と
なっている今、時宜を得たものと評価できる。本論文は、このようなまさしく現在進行中
の今日的なテーマに真正面から取り組んだ成果であり、エネルギー政策における自治体の
役割を実証的に問い直すことによって、我が国のエネルギー政策に必要な一つの大きな転
換の方向性を示唆することにつながっている点でも高い評価に値すると言えよう。 
次に、本論文の研究方法について評価する。まず、本研究の課題を歴史的に位置づけた
方法について評価すると、主として文献資料による自治体と電力事業との関係を歴史的に
大掴みとはいえ手際よく整理し、先行研究を参照しながらも、電力自由化や東日本大震災
といった直近の重要なトピックを踏まえて、５つの時代区分、すなわち、「黎明期から国家
統制期終了まで （1883 年～1951 年）」、「戦後から高度成長期を経て部分自由化前まで
（1951 年～ 1995 年）」、「部分自由化開始から東日本大震災前まで（1995 年～2011 年）」、
「東日本大震災後から小売全面自由化開始前まで（2011 年～2016 年）」、そして「小売全
面自由化後（2016 年 4 月以降）」に再整理し、それぞれの時代において自治体による電力
事業がどのように位置づけられてきたのかを確認した作業は独自の成果として評価できる。
この歴史的概観の再整理によって、我が国では電力の黎明期から地域資源としての再エネ
（主に水力）が活用されてきたこと、したがって、今日においても再エネを地域資源とし
て見直す歴史的素地があることを示唆した意義は大きい。 
次に、実証研究の方法についてである。本研究は、自治体電力事業の現状を把握するた
めに、事業者に対するアンケート調査と二つの先進地域（北海道寿都町と福岡県みやま市）
におけるインタビューを主とする質的調査という社会学的な実証研究の方法を併用してい
る。また、それぞれの調査結果の分析には、筆者自身がこれまで関わってきた研究機関な
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どで実施された調査研究の成果や知見も活用されている。自治体風力発電事業に関するア
ンケートは、筆者自身がそのような経緯で 2013 年に全国の 27 事業者を対象に実施したも
のである。このアンケートによって、筆者は成功事例と厳しい経営状況に陥っている事例
との「二極分化」が顕著になっていることを明らかにするとともに、設備容量はじめあら
ゆる指標において寿都町が突出した先進地域であることを、公開データからのみならず自
らの調査によってあらためて浮き彫りにしている。一方、自治体新電力に関するアンケー
トは、2018 年に本論文の一環として独自に実施されたもので、全国の 18 事業者(19 自治体)
からの回答にもとづいて、それらが、エネルギーの地産地消、雇用創出を主な事業目的と
して設立されていて、地域内での再エネ調達や需給管理能力の点では未だ達成されていな
いものの、経営的にはすでに黒字化を実現している事業者も出てきているという実態を明
らかにしている。また、ここでも、自治体新電力における人口一人当たり需要電力量にお
いてみやま市の「みやまスマートエネルギー」が全国で突出して多いことも、公開データ
からのみならず自らの調査によってあらためて浮き彫りにしている。これらアンケートに
よる調査は、社会調査の標準的な手法という観点からして、調査票の作成から集計・分析
に至るまで独自かつ適切な手法で実施されていると評価できる。また、そこから突出した
事例として検出された二つの先進地域をインテンシブな事例研究の調査対象として選定し
インタビューを主として実施された質的調査の手法も概ね妥当であったと評価できる。と
はいえ、これら二つの突出した成功事例以外の事例、とりわけ事業経営が必ずしも成功裏
に進んでいない事例にも調査の範囲を十分に広げることができなかった点はいささか残念
であり、今後の課題として指摘しておく。 
次に、本研究の独自性を評価する。自治体電力事業に関する先行研究は、国内的にも国
際的にも、また再エネに限定しても、かなり多くの蓄積がある。しかし、一部の事業当事
者（自治体の行政職員としての実務者）による事業内容の紹介を除けば、自治体電力事業
の実情と問題点を風力発電と新電力を対象にして社会調査の手法を用いて実証的に検証し
ようとした研究は必ずしも多くはない。その意味で、本研究は先行研究に新たな貢献を付
加するものとして評価できる。 
また、単に調査研究による独自性のみならず、自治体電力事業の「事業」としての特性
やそれをとりまく環境特性を明らかにし、それらに応じた適切なガバナンスとマネジメン
トの方向性を示したという点も、公共政策あるいは公益行政といった観点から独自の示唆
を投げかけていて評価できる。特に、自治体電力事業の「公益性」を、単なる電力事業そ
のものの公益性にとどまらず、<事業が新たに創出する公益性>として再定義したことは、
本論文の学術研究および政策研究に対する最大の付加価値として高く評価すべきであろう。
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寿都町では、風力発電事業が一般会計予算の 12％、町税収の 3 倍に匹敵する事業収益を上
げていて、それが環境対策（磯焼け対策、森林保全など）、医療福祉政策（家庭医制度、診
療所運営、福祉灯油助成など）、さらには水道料金引き下げや地域振興券発行など住民還元
にも活用されているという事実にあらためて光を当てたことは、単なる突出した特殊事例
として看過することのできない自治体電力事業の大きな可能性を示すことにつながってい
る。また、みやま市のみやまスマートエネルギーも、単なる特殊事例にとどまるものでは
なく、地域内外と金融など多様な業界・業種をつないで再エネも含む電力の地域需給管理
システムを構築する新しいビジネスモデルとして、ますます社会的に注目を集めてよい。 
このように、本研究の最大の成果は、我が国の自治体電力事業のポテンシャリティは一
般に考えられているほどには低くないこと、しかし、そのようなポテンシャリティを政策
的・制度的に現実化するには、ビジネスマインドを伴うリーダーシップ、長期安定性と持
続的公益性を担保し得る事業戦略、行政の目標や計画における電力事業の位置づけの明確
化、自治体行政内部における事業担当者の長期的・継続的関与とそれによる経験と知見の
蓄積、首長・行政職員・議員の間での事業目的や意義の認識の共有、民間と行政との相互
補完関係の構築など、自治体のガバナンスとマネジメントに幾多の困難な課題が立ちはだ
かっていることを実証的に、したがって説得的に明確化したことにあると評価できるであ
ろう。 
 以上のように、本論文は学術論文としてもそれが投げかけている政策的示唆においても
高く評価できる水準に達しているとはいえ、いくつかの難点が克服されていないことも付
記せざるを得ない。 
まず、論文全体の基調についてである。筆者は修士論文も含めて、また職務上でも、長
年にわたって自然エネルギー研究に取り組んできた。そのような、すでに一人の専門家で
あることによって、自然エネルギー政策や自治体電力事業に対して、幾分主観的な思い入
れが強く、本論文においても、それが必ずしも十分に払拭し切れていない感がある。この
点は、審査小委員会で再三指摘したことによってかなり改善されたが、今後も学術研究に
相応しい客観性を担保することを強く意識しながら研究を続けることを期待してやまない。 
次に今後の課題を指摘しておく。本論文でもドイツのシュタットベルケについて随所で
触れられているが、国際比較そのものは本論文では課題の中に含まれていなかった。法制
度も事業環境も経済状況も政治体制においても多様な諸外国の自治体電力事業との比較研
究は、本論文の到達点をさらに新たに展開するうえで、必要不可欠な課題とされなければ
ならない。 
また、国内における自治体電力事業の研究をさらに発展させるためには、すでに述べた
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ように、本論文で扱った二つの突出した成功事例だけでは明らかに不十分である。極端な
失敗事例も含めてより多様な事例を取り上げ、研究の射程の拡大と精度の向上をはかって
いただきたい。 
次に、自治体電力事業をより広く深く研究するために、地域課題の多様性の中に再エネ
も含めた電力事業を位置づけるという視点をより強く意識してほしい。言うまでもなく、
今日の我が国の地方自治体は多岐にわたる実に多様で困難な政策課題に直面している。本
論文で筆者が明らかにしたような「はじめに電力事業ありき」という事例ばかりでなく、
他の事業や施策が結果的に電力事業の必要性を生み出すという政策の経路も可能性として
はあるのかもしれないという程度の想像力は働かせてほしい。たとえば、高齢者など交通
弱者対策として自動運転の電気自動車を公共交通手段として導入しようとすれば、その電
力需要も自治体で独自に賄おうという発想が生まれてもおかしくない。確かに、自治体電
力が他の政策課題にも波及効果を与えるという本論文の指摘も重要には違いないが、電力
事業も自治体の多様な政策課題の一部にすぎず、その中での位置づけが肝要であることを
敢えて指摘しておきたい。 
とはいえ、これらはすべて今後の課題として銘記されるべきことであり、本論文の価値
を何ら減ずるものではない。 
 
６．結論 
以上のように残された課題はあるものの、問題設定の妥当性、研究方法の適格性、研究
の独自性と学術的貢献のいずれの観点からも本論文は高く評価できるものである。よって
審査小委員会は、厳正なる審査の結果、本論文によって北風亮氏に博士（公共政策学）の
学位を授与するに相応しいと全員一致で判定した。 
 
